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５ Summary

 Contracting entity : Yoshiharu Miyazaki,

Executive Officer of JAPAN POST Co.,

Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : newly‑

built Construction work of Funabasi

Natumi 3 chome Project (tentative name),

JAPAN POST Co., Ltd.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 00 p.m. 16 January 2017, or

tenders submitted by mail : 13 January 2017

 Time‑limit for the submission of tenders

brought with : 2 : 00 p.m. 14 February 2017,

or tenders submitted by mail : 10 February

2017

 Contact point where tender documents

are available : Tsuyoshi Kojima, Facility

Management Department, Real Estate Di‑

vision, JAPAN POST HOLDINGS Co.,

Ltd. ; 141 Kasumigaseki Chiyoda‑ku
Tokyo 1000013 Japan, Phone Number :
0335044301

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおりプロポーザル（技術提案書）の提出
を招請します。
平成 28 年 12 月２日
契約担当職
国立研究開発法人産業技術総合研究所
環境安全企画部
環境安全企画室長 小林 良三

◎調達機関番号 544 ◎所在地番号 08
〇産総第 83 号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 人工知能に関するグローバル研究
拠点 臨海ハブ拠点研究棟（仮称）整備事業
設計業務

 業務内容 基本・実施設計業務（建築、設
備、外構その他を含む。）
 履行期限 平成29年３月31日
 本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー
マとした技術提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。

２ 参加資格 次に掲げる条件を全て満たしてい
る単体又は、２者以上の者により構成される共
同体であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約事務取扱要領第７条及び第８条の規定に該
当しない者であること。
 国立研究開発法人産業技術総合研究所の契
約に係る競争参加者資格審査事務取扱要領の
業種区分「建築関係建設コンサルタント業務」
に係る有資格者又は、経済産業省の当該有資
格者として登録された者であること。（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、同要領に基づき再
格付けされていること。）
 本公示の日から技術提案書の特定の時まで
の期間に国立研究開発法人産業技術総合研究
所の契約に係る指名停止等の措置要領に基づ
く指名停止を受けていないこと。
 建築士法（昭和25年５月24日法律第202号）
第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登
録を行っていること。

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
 事務所の実力 主要業務実績、専門分野別
技術職員の状況
 担当チームの能力 配置予定の技術者の資
格・経験、担当した同種・類似の業務実績、
手持ち業務の状況

４ 技術提案書を特定するための評価基準
 担当チームの対応 説明書の理解度、提案
の的確性・独創性・実現性、実施方針の妥当
性

 事務所の実力 主要業務実績、専門分野別
技術職員の状況
 担当チームの能力 配置予定の技術者の資
格・経験、担当した同種・類似の業務実績、
手持ち業務の状況

５ 手続等
 担当部署 〒3058561 茨城県つくば市東
１１１ 国立研究開発法人産業技術総合
研究所 つくば中央第１事業所 環境安全企
画部 施設計画室 菊池又は野口 電話
0298612142
 説明書の交付期間及び場所 平成28年12月
２日から平成28年12月16日まで 上記５に
おいて交付する（土曜日、日曜日及び祝日は
除く。交付時間は９時から17時まで）。
 参加表明書の提出期限、場所及び方法 平
成28年12月16日17時 上記５に同じ。持参
又は郵送（書留郵便に限る。）すること。
 技術提案書の提出期限、場所及び方法 平
成29年２月６日17時 上記５に同じ。持参
又は郵送（書留郵便に限る。）すること。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 契約保証金 免除。
 契約書作成の要否 要。
 当該業務に直接関連する他の業務の委託契
約を当該業務の委託契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５に同じ。
 上記２に掲げる一般競争（指名競争）参
加資格の認定を受けていない者も上記５に
より参加表明書を提出することができるが、
その者が技術提案書の提出者として選定され
た場合であっても、技術提案書の提出時にお
いて、当該資格の認定を受けていなければな
らない。
 技術提案書に関するヒアリングを行う。
 詳細は説明書による。
７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Ryozo Kobayashi En‑

vironmental safe plan general manager in

National Institute of Advanced Industrial

Science and Technology

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Develop‑

ment design of Rinkai Hub Research Build‑

ing, Global Research Base for Artificial In‑

telligence (tentative name)

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

 have in terms of the qualification for

participating in tenders by National Insti‑

tute of Advanced Industrial Science and

Technology (in the fiscal year of 2015 and

2016)

 Time‑limit to express interests : 17 : 00

16 December 2016

 Time‑limit for the submission of propos‑

als : 17 : 00 6 February 2017

 Contact point for the notice : Accounting

Team, National Institute of Advanced In‑

dustrial Science and Technology, 111,
Higashi, Tsukuba‑shi, Ibaraki‑ken, 305
8561 Japan. TEL. 0298612142

〇産総第 84 号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 人工知能に関するグローバル研究
拠点 柏ハブ拠点研究棟（仮称）整備事業設
計業務
 業務内容 基本・実施設計業務（建築、設
備、外構その他を含む。）
 履行期限 平成29年３月31日
 本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー
マとした技術提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。
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